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　補正予算案では、子ども食
堂などで食料品・生活支援情
報を提供するNPO法人等へ
の支援など、1000万円が計上
されていますが、他都市がお
こなっているような学校給食
の値下げや無償化など、子育

て世帯への直接支援を神戸市
はおこなおうとしていませ
ん。森本議員は、子どもや食
の支援を考えているなら、
NPO任せにするのではな
く、神戸市が直接支援の手を
さしのべるべきと質しました。

答弁答弁ダイジェストダイジェスト

　小原副市長：今般の原油価
格・物価高騰によって日々の
消費生活の中でいずれの世帯
においても負担が増えている
状況の中、子育て世帯への食
支援（子ども食堂）の利用世
帯数は、事業開始当初のひと
月当たりのべ2000世帯から令
和４年７月にはのべ3000世帯

と大幅に利用世帯数が増加し
ている。今回９月補正予算に
おいて食料品、生活支援情報
を提供するNPO法人等への
支援を拡充する。
　森本議員：物価高騰がすす
むなか、電気・ガスと食料品
など上がっているが、本当に
困っている皆さんに支援が渡
っているのか。子ども食堂は

間接支援なので、そこに行か
ないと支援が受けられない。
文部科学省は、９月９日、急
激な物価高騰を受け、全国で
８割を越える（83％）の自治
体で、地方創生臨時交付金等
を活用して、学校給食費の保
護者負担軽減に取り組んでい
るとの調査結果を公表した。
多くの子ども達をもつ保護者
に対して生活支援をできるも
のだ。神戸市も学校給食の無
償化こそ取り組むべきだ。
　今西副市長：物価高や円高
の影響や、企業の業種や規模
によって異なり、それによっ
て市民生活への影響の度合い
も異なる。国は特に家計の影
響が大きい低所得世帯への給
付金を決定した。神戸市も国

の考えを踏まえ、すべての企
業や市民を対象とした一律の
給付、あるいは減免ではな
く、極めて厳しい影響を受け
る子育て世帯や生活困窮世帯
に食料品の提供や生活支援を
おこなうための予算を計上し
た。秋の臨時国会の二次補正
予算編成を踏まえ、国の施策
を補完する必要な支援策は検
討していく。
　森本議員：いま困っている
のは非課税世帯だけではな
い。国の経済対策の額がまだ
決まっていないので何もでき
ないではなくて、他都市のよ
うに一般会計を使いながら、
給食費の無償化や水道料金の
減免など市民生活を助ける取
り組みをおこなうべきだ。

神戸市独自の直接支援で
学校給食の無償化を

国の施策待たず、苦しみ続ける
市民のために市独自の直接支援を！

　９月14日に神戸市会本会議がひらかれ、日本共産党神戸市議団を代表して森本真議員が議案質疑に立ちました。
この度の補正予算案は新型コロナウイルス感染症対策として「引き続き、医療供給体制の安定的な確保を図ってい
く」とともに「コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する市民等の負担軽減を図る」ための予算としてい
ます。森本真議員は、市民のいのちを守るコロナ対策や物価高騰で苦しみ続ける市民の対策として直接応援する施
策が無いとして、抜本的な拡充を求めました。

１．�コロナ禍における原油価格・物価高騰
等に直面する市民等の負担軽減策につ
いて

２．�第７波の経験を踏まえた新型コロナウ
イルス感染防止対策の強化について

	 ⑴�第７波の経験を踏まえたコロナ対策の強
化について
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総括質疑に登壇します

ぜひご視聴ください
10月11日（火）13時30分頃から日時日時

市議会本会議場場所場所
質問時間が前後することがありますので、
時間に余裕をもってご覧下さい。
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イン確認センターで検査キッ
トを送って陽性がでれば、医
師が電話で診察判断する運営
もおこなっている。
　森本議員：検査キットもす
ぐに届かない。さらに救急車
を呼んでも搬送出来ない事例
が多く出される。救急車を呼
んでも半数近くは搬送されず
診療が受けられず自宅待機と
いう事態だ。医師の往診な
ど、安心してちゃんと受診し
てもらえるような体制をつく
べきだ。

　森本議員：調子の悪い方、
病気になった方に対して、病
院にこないでくださいなど、
行政が告知した例は、過去に
ない。いつでもどこでも誰で
も、皆保険で病院にかかれる
のが、日本の医療制度の良い
点だ。日曜祝日にも対応でき
る発熱外来を、医師会などと
協力して作るべきだ。
　小原副市長：発熱外来の体
制強化は、引き続き働きかけ
をおこなっていくが、オンラ

答弁答弁ダイジェストダイジェスト発熱外来、往診など医師が直接
検査・診療できる体制づくりを

　第７波では、発熱があり検
査を受けるために発熱外来に
電話をかけても電話がつなが
らない、電話にでてもいっぱ
いで受診できない、発熱外来
の一部では試薬がないなどの
状況が多数報告されていま
す。その中で神戸市が出した
方針は、コロナの疑いがある
基礎疾患のない６歳から59歳

までの市民に対して、受診し
ないように告知をしました。
森本議員は、本末転倒だと厳
しく質し、発熱はコロナだけ
ではないが疑われれば、安心
して検査・受診できる体制を
つくるべきだと追及しまし
た。

　コロナ第７波では、新規感
染者で日本が世界最多となる
など、神戸市でも８月８日に
一日あたり過去最高の4848名
の感染者を更新し、現在の高
止まり状況でも、９月７日現
在、入院250名、宿泊療養200
名、自宅療養1万1500名、療
養先調整中2500名で、約1万
5000名の市民がコロナと闘っ
ています。死亡者の累計が
1100名を越えるなど厳しい状

況が続いています。特に第７
波では、発熱しても検査や診
察が受けられないと多くの市
民が悲痛な声をあげていま
す。森本議員は「国は自宅等
の療養期間を短縮する方針や
感染者の全数把握の見直し・
報告の簡略など、感染が爆発
的に拡大するなかで対策をゆ
るめる方針を打ち出している
が、市民のいのちを守るため
には、対策の強化こそ必要

だ」と指摘し、第７波の経験
を踏まえたコロナ対策の強化

を求めました。

答弁答弁ダイジェストダイジェスト

　小原副市長：第７波におい
て自宅療養者で亡くなられた
方は二人。健康観察の中で病
状が急速に変化し亡くなっ
た。今回救急がひっ迫してき
たのは、医療体制・医療機関
の数の問題と患者発生数との
バランスで、急激に患者数が
増え、救急搬送の数も増えて
ひっ迫したと考えている。
　森本議員：救急車を２回、
３回と要請したにも関わら
ず、救急車に乗れず入院もで

きずに自宅で死亡確認されて
いる。搬送要請522件、その
うち搬送者数257名、不搬送
者数265名。実に半数以上が
救急車を呼んでも搬送されな
かった。しかも現場で30分以
上滞在した行き場がなかった
件数が150件。全体の３割近
くもある。要請数が増えたか
ら対応できなかったのではな
く、搬送・診察ができるよう
にすることが、「医療供給体
制の安定的確保」で大切では
ないか。

医療体制を抜本強化し、
救急搬送出来ない事案をなくせ

10月12日（水）18時30分から日時日時
　岸田政権は、新型コロナウイルス対応で無為無策を続け、また、非
常に深刻な物価高騰への施策も従来の線上のもので、新しい本気の対
策が一つもなく、消費税減税や賃上げのための中小企業への抜本的支
援などの本格的対策がまったくありません。
　こうしたときこそ、神戸市が、国の悪政の防波堤となって、市民の
命、くらしと福祉を守らなければなりません。しかしこの間、まとも
な市民生活応援をしなかった結果、2021年度の神戸市決算の実質収支
は、2020年度決算（３億円の黒字）を上回る、10億3700万円の黒字と
なっています。
　にもかかわらず、久元市長は「コロナ禍からの景気回復によって税
収などが増えた」などとして、都心・三宮の再整備や駅前の再開発、
神戸空港国際化に合わせた大型開発に熱中。新型コロナウイルス感染
症対策は、重症化リスクのある陽性者対策に縮小し、長期化するコロ
ナ禍とともに、物価高騰で苦しむ市民のくらしや中小業者へのまとも
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予算要望懇談会を開催しますオンラインオンライン

な対策を取ろうとしていません。
　報告会では、住民運動や団体と力を合わせて命と暮らしを守るとりくみをすすめる日本共
産党神戸市会議員団の議会内外の活動を報告するとともに、王子公園・動物園再整備や学校
給食など運動に取り組んでいる方々の報告も予定しています。 ▲�９月５日、統一協会問題で申し入れをする市議団

▲�９月17日、王子公園・動物
園の充実を求める第２弾署
名リスタート集会


